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GATT (関税と貿易に関する一般協定〉のウルグアイ・ラウンドが包括合意の調印にこぎ
つけたのは， 1994年 4 月 15 日であった。 GATT はこれによって1995年 1 月からWTO (世界
貿易機構)に生まれかわるのである。
もともと GATT は 1970年代以降の世界的不況と世界経済の構造変化がすすむなかで，信頼
性が揺らいできていた。それは， I紛争の多発，農業補助金の憂延，産業を自由競争から回避
させるような新手の方策を政府が考え出していること，さらに貿易政策が GATT のルールか
ら離れ，新しい保護主義圧力が表われたこと」などである。なかでも保護貿易主義と地域経済
統合が重要な問題となってきた。
地域経済統合についてみれば，西ヨーロッパにおける EC統合は，当初の予想をこえて統合
の深化と拡大をすすめた。これに応ずるように北米やアジアでも地域経済統合がすすめられて
いる。その他の発展途上諸国間でも同様な動きがなされてきた。
いうまでもなく GATT 協定は自由，多角，無差別の世界貿易を実現するために第一条で、関
税の多角的相互引下げと一般的最恵国待遇原則を規定してし、る。関税，課徴金，輸出入規則，
輸入品に対する内国税および内国規則について GATT の締約国が他の締約国に最恵国待遇=
(1) GATT, GATT-Helping the World Growth 1988; rガットの役割と意義J 11貿易と関税11 1988 
年11月号。
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無差別原則を許与すべきことを定めているのである。地域経済統合はこの原則に反している。
GATT が地域経済統合に十分に対処で、きなかったことは， GATT のゆきづまりのひとつを表
わすものである。 GATT が「レマン湖に浮かぶ瀕死の白鳥」といわれるゆえんである。
WTOは， GATT を拡充し，自由貿易体制の番人としての役割をいっそう高めよう，とい
うものである。 WTOにおいて紛争処理に関する権限が強化されているのをみてもこのことが
わかる。その意味では íGATT がその役割を終え， WTOが誕生しようとしている」のでは
ない。 WTOは GATT の自由貿易のルールを拡充し，監視をつよめるために常設の国際機関
をつくるのであり，したがって GATT の役割を引き継ぎ，強力な国際機関を設立することを
意味するのである。
具体的にいえば， WTOは「ガット協定およびウルグアイ・ラウンド諸協定の管理・運営を
行うとともに，加盟国聞の貿易交渉の場を提供すむ国際機関となるのである。 GATT 協定
は， WTOによって管理・運営されることになるだけに，その実施はいっそう強化されるはず
である。
ところで，現実の世界貿易の発展過程では欧州経済共同体 (EE C), 欧州自由貿易地域
(EFTA), 北米自由貿易地域 (NAFTA) など多数の関税同盟または自由貿易地域が設立さ
れ，あるいは何らかの地域的取極めの締結が進められてきている。これらの地域経済統合は
GATT の最恵国待遇原則の例外として設けられた GATT 第 24条にもとづいて検討されてき
たが，いずれの場合でも，関税同盟または自由貿易地域の構成国と域外国との意見が激しく対
立してきた。その背景には GATT 第24条の解釈をめぐる対立がある。
本稿では， GATT が地域経済統合，現実に関税同盟および自由貿易地域をどのように考え
たか。とくにEECの成立期に GATT の内部でどのような意見の対立があったか，について
検討してみたい。
1. GATT 成立過程と地域経済統合
GATT における世界貿易の無差別原則に対する例外としては， つぎの二つの条項が挿入さ
れている。
一つは第 1 条第 2 項である。英連邦特恵，フランス連合特恵，米比特恵のように GATT 成
立の当時に既に特定の地域または国の聞で排他的に存在していた特恵関税を，既存の特恵関税
率の限度で承認し，その代りに特恵の拡大や新設を認めない，というものである。 GATT を
成立させるための妥協の産物として，かつ例外条項として，認められたものである点に異論は
(2) 三宅正太郎編著『貿易摩擦とガット』日本関税協会. 1985年. 1 ベージ。
(3) 鳥居泰彦 íGATT 時代の終荒・ WTO時代の閉幕J. W世界経済評論』第38巻第 6 号. 1994年 6 月
号， 7 ベージ。
(4) 塚田貴司「ガ y ト・ウルグアイ・ラウンド交渉合意の概要J. W貿易と関税』第42巻第 2 号. 1994年
2 月号. 16ページ。
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ない。現実にこれらの既存の特恵は戦後の世界貿易秩序の展開過程でアメリカ貿易政策の主導
により消滅したので、ある。
もう一つの重大な例外として第24条第 5 項がある。それは「本協定の規定は，締約国の領域
の間で関税同盟を組織しもしくは自由貿易地域を設定し，または関税同盟の組織もしくは自由
貿易地域の設定のために必要な中間協定を締結することを妨げないj， と規定し， 関税同盟や
自由貿易地域の新設を認めているのである。もとよりそれは，他の締約固との聞の貿易障害を
増やさないこと，および関税同盟の場合は対外共通関税が従前の水準を超えないことなどを条
件としてはいる。しかし， GATT が第24条第 5 項によって新たに差別的貿易措置をつくるこ
とを認めていることに変りはない。現実にこの例外条項によって，新たに自由貿易地域や関税
同盟，さらにこれらの概念をこえる経済統合が設立され，世界貿易における地域主義的傾向を
生んで、きているのである。
もともと GATT の成立過程において第24条はし、かにして認められるに至ったのか。
GATT は，いうまでも記く， 1 TO (国際貿易機構憲章〉の作成過程で生まれてきた。そ
の歴史的経過をみてみよう。アメリカは1945年12月に「世界貿易と雇用拡大のための提案」
CProposals for the Expansion of World Trade) を発表すると同時に，連合国を中心と
する 15ヶ国に対して関税その他の貿易障害を軽減するための会議に出席を求める招請状を出し
た。アメリカの「提案」は国連社会経済理事会に委託され，そこで国連貿易雇用会議準備委員
会が構成された。 1946年 9 月にアメリカは，上記の準備委員会で討議されるべき ITO憲章試
案を公表した。この試案をもととして ITO憲章の起草がはじまった。三回修正されて， 1948 
年 3 月にハパナにおいて56カ国参加のもとに聞かれた国連貿易雇用会議において， 1 TOの最
終議定書が56カ国の代表によって調印されたのである。しかし批准したのはわずかに 2 カ国に
すぎず， 1 TO憲章は流産に終ったので、ある。
ところで， 1 TO憲章の調印までのどの過程で GATT がとりあげられたか。 ITO試案の
修正のための国連貿易雇用会議準備委員会の第一回会議は， 1946年10月 15 日から同年11月 26 日
までロンドンで、聞かれた。この会議で最初に GATT が問題になるのである。
もともと ITO憲章は「余りにも理想に忠実で規定が厳格であったがためにj， まずこ「余り
にも理想主義的な性格のために，戦後の各国が経験したきびしい現実と相容れずj，流産のう
( 5) Clair Wi!cox, A Charter for World Trade , 1949, p. p. 40，，-，49. および内田宏・堀太郎『ガ
ット』日本関税協会， 1959年， 720"-'724ベージ。
(6) アメリカでは1950年12月トノレーマン大統領が ITO憲章の批准をふたたび議会に要請しない旨の声
明を行った。イギリスではウイノレソン商相が議会において今後 ITO憲章に関する計画を発展させな
い旨を公式に言明した。片山謙二「描かれた世界貿易の理想図J W経済学論究』第14巻第 2 号， 1960 
年 6 月， 9 ベージ。
(7) 佐分晴夫 iGATT と発展途上国J W国際法外交雑誌』第82巻第 2 号， 37"-'38ページ。
(8) 内田宏・掘太郎，前掲書， 16ページ。
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き目をみるに至ったのであるが，このような認識は，既に1946年10月，..__ 11月の第 1 回会議のと
きにすでに認められる。すなわち，この会期にアメリカのイニシアティブで準備委員会構成国
間で「関税と貿易に関する一般協定」により 1I TO憲章の一定の規定に効力を与える手続」
が承認され， 1関税譲許を具現する多数国間貿易協定の交渉に関する決議」が採択されたので
Gの
ある。
これにもとづいてまず1947年 4 月 10日から同年10月 30日まで開催された第二回会議の聞に，
参加23か国で123の関税引下けe交渉が成立した。これをジュネープ関税譲許表としてまとめた。
他方で， ITO憲章の草案のうち，関税引下げの効果を確保するための必要な諸規定と関税
引下げの結果として園内生産者に生じる損害防止のために必要な諸規定を一つの協定にまとめ
た。これが GATT 協定である。
II. GATT に第24条を挿入するに至った経偉
本来は ITO憲章にもられるべき諸規定を GATT に挿入するに当って， ITO 憲章のどの規
定を GATT に挿入するのか。この問題をめぐって，国連貿易雇用会議準備委員会の第一回会
議で議論が行われた。
そこでは，関税，特恵および最恵国待遇に関する規定に限定するべきである，という先進国
の意見と経済的発展に関する規定を挿入すべきである，という発展途上国の意見とがするどく
対立した。というのも， 1 TO憲章では， 8 条，..__15条において，発展途上国の開発の規定があ
った。すなわち「加盟国は，経済的発展，とくに発展途上国の経済発展の国際的重要性を承認
し，そのために協力しなければならないJ，と明記されている。さらに， 1加盟国は，経済的発
展のために，国際貿易機関の審査を経たうえで特恵的取極をなすことができるJ，と規定され
ていたのである。
最恵国待遇原則=無差別原則の例外として自由貿易地域や関税同盟が認められるのみでなし
さらに経済発展のためには発展途上国特恵も例外として認められるべきである，と主張されて
いたのである。
ところが， GATT 起草委員会では， 1(1)純粋な圏内政策を含む規定， (2) 1 TO憲章の存在
に依存する規定， (3)国際貿易上の義務を直ちに設定せず一定の猶予期間の後に有効となる規定
は， GATT には含めないという観点から」後者の意見，すなわち発展途上国特恵の意見は容
れられなかったのである。さらにアメリカは無差別原則を強く主張する立場から最恵国待遇の
例外を最小限にしようとした経緯もある。
(9) 片山謙二，前掲論文， 9 ページ。
(10) 佐分晴夫，前掲論文， 38ベージ。
(11) 片山謙二，前掲論文， 10ページ。
(12) 佐分晴夫，前掲論文， 38ページ。
(13) 佐分晴夫，前掲論文， 38ページ。
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さて，第二回会議(1947年 4 月'" 10月)においても引きつづいて GATT に挿入する規定を
めぐって議論が行われた。結局，制度的には「通商条約に通常みられるような規定のみ」を含
めることとなった。このなかで，最成恵国待遇の例外として，関税同盟と自由貿易地域が認め
られて第24条となったので、ある。
ところで，第24条は， GATT 第 3 部に含められている。第 3 部に含まれているということ
はなにを意味するか。そもそも第 1 部は GATT の目的と締約国聞の最恵国待遇を規定し，第
2 部は関税譲許の効果を確保するための規定であり，第 3 部は，手続規定と技術的問題を規定
している。
第24条が第 3 部に含まれていることの法的な解釈を，佐分晴夫教授によってみてみよう。た
とえば，関税同盟の場合には構成国単位にではなく関税同盟を単一の単位として取扱う(第24
条 8 項(a)( ii)) とすれば，関税同盟内の関係は GATT の適用対象となる(第24条 9 項〉。その
後，例外が拡大されても，第 24 条は第 3 部から移されなかったこともあり， この規定を「根
拠」に今日のように大量の例外が生み出されることは当時は予想されなかった，ということに
なる。そういう意味から地域経済統合は例外として認められ，したがって，佐分教授は「経済
発展と経済復興のための特恵の要求が第24条で蘇った」と主張されているのである。
この問題についてはほかにもいくつかの見方がある。一つは IGATT 設立の当時，起草者
の念頭にあった関税同盟や自由貿易地域とは，たとえばベネルックス関税同盟のような小規模
のものにすぎず，今日出現しつつあるような大規模な地域的統合は本来予想されていなかった
と思われる j， とし、う見方である。また， Iもともとベネルックス関税同盟のような小規模のも
のが新設されることを予想して作られたものであるj，という片山謙二教授もこれとほぼ同じ
見方である。
さらに， IGATT 24条では自由貿易地域 CFTA) は一時的な段階であって，将来それがす
べての国に対して自由化をするとし寸前提に立つということで容認しているj，とし、う山津逸
平教授の見方がある。これは，前二者の見方よりも最恵国待遇原則への展望をもつものとして
より積極的な評価をする見方である。
現実に GATT 成立過程で認められた地域経済統合は，一方で既存の英連邦特恵，フランス
連合特恵，米比特恵，米・キューパ特恵があり，別に発展途上国の特恵として「ラテンアメリ
カ諸国間およびアラブ諸国聞にも一部例外が認められた。」
〆(14) rアメリカは英連邦特恵など既存の特恵の廃止に努力するとともに最恵国条項の例外を関税同盟に
限定しようとした」佐分晴夫「地域統合の国際法学J ~関税と貿易~ 1989年 1 月号， 21ページ。
(15) 佐分晴夫，前掲論文， 38ページ。
(16) 佐分晴夫「地域統合と国際法学J ~関税と貿易~， 1989年 1 月号， 22ページ。
(17) 向上論文， 22ページ。
(18) 内田・堀，前掲書， 48ページ。
(19) 片山謙二，前掲論文， 18ページ。
(20) 山津逸平， r世界の地域統合化の動きとアジア・太平洋諸国J ， ~日本貿易会月報~ 1993年10月号， 7 
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この意味で，後者の発展途上国の特恵が例外として認められた，と佐分晴夫教授は述ベ， I経
済発展のための特恵の要求が第24条で蘇った」と主張するのである。とはいえ，本格的な意味
での発展途上国の特恵がとりあげられるのは1960年代に入ってからである。すなわち， GATT 
は先進国グラブであるとし、う批判が高まり， 1968 年に UNCTAD 第二回総会で先進国が発展
途上国に一般特恵関税 CGS P) を与えることに同意した。 GATT では1971年にGSPをウ
ェーバー(義務免除〉を与えて承認したので、ある。
IV. GATT 第24条の解釈をめぐって
GATT24条は，法的あるいは制度的には GATT の例外規定として認められているが，第24
条の解釈をめぐっては大きな対立がある。そもそもその背景には，関税同盟および自由貿易地
域が世界貿易の自由化にとって好ましいものかどうかについての対立した二つの見方があった。
一つは，関税同盟および自由貿易地域が域内諸国の貿易の自由化の拡大となり，本来的に好
ましいものである，という見方である。すなわち構成国間の貿易の自由化は，構成国の生産性
向上，輸出競争力の強化，国民所得の上昇をもたらし，輸入需要の拡大によって世界貿易を拡
大する，というのである。もちろん，関税同盟および自由貿易地域の形成が域外諸国に対する
貿易障害を増大することにならない限り，という前提があり，またそれが域外諸国を差別扱い
するものであり，ある種の特恵であることは否定しえないことを認めてはいる。とはいえ，か
かる差別待遇は世界貿易の自由化の過渡的段階として GATT により承認されたものである，
とみる。したがってこの立場に立つと，第24条は関税同盟ないし自由貿易の形成を抑制せず，
むしろ緩やかに積極的に適用し，認めるべきである，とするのである。
二つは，関税同盟および自由貿易地域は，域外諸国に対して貿易上の差別待遇を行う一種の
特恵制度であり，あくまでも無差別原則の例外である。したがって好ましくない，という見方
である。すなわち，それらは世界貿易の自由化に逆行し，ブロック化に導くものである，とみ
るのである。この立場に立てば，第24条の規定は，関税同盟および自由貿易地域の設定をでき
るかぎり慎重にするとともに設立を承認する場合にもその幣害を最小限にとどめるようにしな
ければならない，とするのである。
このような意見の対立から，第24条の解釈においても対立がおこってくる。
もともと第24条の構造は，関税同盟および自由貿易地域についての一般原則を規定する 4 項
と関税同盟および自由貿易地域の要件を規定する 5"'9 項とから成っている。そこで， 15~ 
9 項に定める要件をみたせば， 4 項第 2 文に規定する一般原則に合致すると考えるべきか，あ
るいは， 5 '"-9 項の要件に加えて， 4 項の一般原則に合致したものでなければならなし、かJ，
〆ページ。
(21) 佐分晴夫 íGATTと発展途上国」前掲書， 48ベージ。
(22) 津久井茂充「コンメンターノレ・ガット，第24条適用地域一一国境貿易一一守関税同盟及び自由貿易地
域〈その 1)J Ir関税と貿易JI 1993年 2 月号， 64ページ。
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をめぐって意見がわかれるのである。
まず，第 4項では「締約国は，任意の協定により，その協定の当時国聞の経済の一層密接な
統合を発展させて貿易の自由化を増大することが望ましいことを認める。締約国は，また，関
税同盟又は自由貿易地域の目的が，その構成領域聞の貿易を容易にすることにあり，そのよう
な領域と他の締約国との聞の貿易に対する障害を引き上げることにはならないことを認める。」
と規定している。これは関税同盟または自由貿易地域は，構成国間で貿易の自由を増大させ，
世界貿易の自由化という GATT の目的にも合致し，ひいては世界貿易の拡大に貢献する，と
いう原則を設定したものである。したがって， 5"'-' 9 項の要件の規定の運用に当って問題が生
じた場合には， 4 項の一般原則に照してこれと一致するように解決すべきである，ということ
になる。あくまでも地域内の貿易自由化の促進は， GATT 原則と一致すべきものである，と
主張するのである。
他方，第 5""'-'9 項では，関税同盟および自由貿易地域を認めるための要件を規定している。
例えば第 5 項をみれば， (a)で、は「協定締結の時にその同盟の構成国ではその協定の当事国でな
い締約固との貿易に適用される関税その他の通商規則は全体として当該関税同盟の組織又は当
該中間協定の締結の前にその構成地域において週用されていた関税の全般的な水準及び通商規
則よりそれぞれ高度のものであるか又は，制限的なものであってはならない。J，と規定されて
おり，第 5 項(b)では自由貿易地域についても同様の内容が規定されている。
ところで，域外諸国に適用される関税その他の通商規則について，自由貿易地域の場合には
各構成国が独自の関税及び通商規則を維持するのであるが，関税同盟の場合には実質的に同ー
の関税(対外共通関税〉その他通商規則を適用することとなる (8 項(a)(jj))。そこで， 関税同
盟の場合には対外共通関税が関税同盟の締結前にその構成地域において適用されていた関税の
全般的水準より高度のものであってはならないのである。
さて， 5"'-' 9 項についての適用上の疑問については後述するとして， 5"-'9 項の要件をみた
せば 4項の一般原則に合致したものと考えるべきかどうか，が第24条解釈の基本的な争点とな
った。そこで， EECをめぐってとりあげられた争点をいくつか検討してみよう。
V. GATT の EEC 問題の審議における第24条をめぐる論議
1. 基本的な対立
GATT における EEC問題の審議は， 1956年の GATT 第11回総会においてEEC側から
その概要について説明されたところにはじまる。ついで第12回総会(1957年〉でローマ条約審
議のための委員会が設けられ，次の四つの小委員会が設けられた。すなわち(1)関税ならびに計
画と日程， (2)数量制限， (3)農産品貿易， (4)海外領土編入，である。四小委員会で，ローマ条約
が GATT に照してあらゆる面から検討され， 1957年11月 27 日に報告書が採択された。
(23) GATT, Basic Instruments and Selected Documents (BISD) , 6th Supp. 1958. 
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まず，第24条 4 項と 5"'9 項との関係について， EEC と他の諸国とが対立した。 EEC側
は 5"'9 項の要件をみたす関税同盟ないし自由貿易地域は自動的かっ必然的に 4 項の要件をみ
たす，と主張した。これに対して域外諸国の大部分は， 5"'9 項の適用に疑問が生じた場合には
4項に示された原則に合致するように解決されるべきである，と主張した。すなわち GATT
原則に照して解決すべきである，というのである。
GATT による EEC協定の審査報告は， 1957年11月 29日に採択されたが，以下のように両
論を記述しているだけで明確な結論はない。
EEC側の意見。 5"'9項は 4 項の意味を敷街しただけで、あるから前者の要件をみたしてい
る場合は 4 項の要件をも自動的にみたしている。
域外諸国の意見。 4 項は関税同盟が GATT の目的に合致するように適用しなければならな
い基本原理である。したがって，締約国団は，関税同盟が 5"'9 項の要件に合致していること
に加え， 4 項に定める目標に合致しているか否かを検証すべきである。
以上の基本的な対立のほかに， 5"'9 項の解釈について GATT で議論されたいくつかの点
をみておこう。
2. r全般的な水準」をめぐって
5項の(a)において「全体として協定締結の前にその構成地域において適用されていた関税の
全般的な水準及び通商規則よりそれぞれ高度のものであるか又は制限的なものであってはなら
ない。」と規定しているが，この場合に「全般的な水準」をめぐって対立があった。
もともと一般協定の原案においては「全般的な水準j の代りに「平均水準」が用いられてい
たが， 1948年の ITO憲章で「関税率の算術的な平均を求めるのではなく，貿易量をも考慮に
@の
入れ得るようにするために全般的な水準という文言を用いること」となった経緯がある。
EEC側の意見。 r第24条の規定が共通関税の設立に当っていかなる計算方法も排除してい
ないことに留意するとともに，第24条 5 に厳格に合致している算術平均方法による計算を基礎
とした。J.. ・ H ・rI957年 1 月 1 日に現実に適用されている税率を採用した。」要するに， rEEC 
(2η 
は，共通関税は全体を一体として判断されるべきである」とした。
域外諸国の意見。共通関税の評価基礎の検討に当って， r算術的なものであれ，その他のも
のであれ，一つの方式を自動的に適用することは受け入れられない，と考え，個々の商品につ
いて国毎に検討する方法によるべきであることに合意した。」
この対立はその後もつづき，ギリシヤのEC加盟に関する作業部会報告(1983年 3 月 9 日採
(24) 佐分晴夫「地域統合の国際法学」前掲書， 23"'-'24ページ。
(25) 津久井茂充，前掲論文， 72ページ。
(26) 津久井茂充， rコンメンタール・ガ y ト (2)J ， W関税と貿易.n 1993年 3 月号， 94ページ。
(27) 同上論文， 94"'-'95ページ。
(28) 向上論文， 94ページ。
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択)によれば， iECは第 24条 5 が関税向盟の創設の影響による全般的な水準のみを扱ってい
るものであり，個々の産品に関する個々の締約国に対する特定の影響は別の機関で検討される
べきであるとの意見を表明している。作業部会は，第24条 5 に基づいて行われる(共通関税
の〉評価の方法については合意することが出来なかっ史」
要するに対外共通関税は全体を一体として考えるか，個々の商品について国毎に考えるか，
をめぐってのEEC と域外諸国との対立は現在まで合意のないままである。関税同盟が貿易自
由化への展望をもつものかどうかについての対立がその根拠にある，とみることができる。
3. 数量制限の扱いをめぐって
第24条の各項にみられる「域外諸国との貿易に適用する関税その他の通商規則は，従前のも
のより高度なものであるかまたは制限的なものであってはならなし、」という文言のうち， iそ
の他の通商規則」のなかに数量制限が含まれるか否かについてロァマ条約を審査した作業部会
で対立がみられた。
EEC側の意見。第24条 5 (a)並びに 8(a)( i)及び、(ii)の「その他の通商規則」には数量制限が含
まれる，と主張する。もともと i8(a)(i)は構成国聞の数量制限の撤廃を規定し， ( i )は関税同盟
機成国が実質的に同ーの(対外〉数量制限を行うべしとしているから，その当然、の結果として，
構成国間には数量制限はなくても第三国に対しては数量制限を設けてもよいということになり，
しかもその数量制限が共同市場六カ国共通で、あることをむしろ GATT の規定によって要請さ
れているのだ， と主張して， その共通自由化表及び共通割当を正当化しようとした。」法的な
解釈は以上のようなものだが，実質上は， i例えば，フランスが国際収支上の困難に基づいて
数量制限を行っても，西ドイツを通じて無制限に入ることになって共同体の運営が困難とな
る J，というのがその解釈の根拠となっている。要するに，この主張は EEC が共同市場とし
ての統合性を強化するための意見で、もある，とみることができる。
域外諸国の意見。第24条 8(a)( i)の「その他の制限的通商規則」は数量制限を含むが， 5 (a) と
8 (a)( ii)の「その他の通商規則」は数量制限を含まない，と主張したので、ある。そもそも 8(a)( i) 
の場合は国際収支上の理由に基づく数量制限(第12条〉が関係してくるので特に「制限的」と
いう言葉が付加されているのである。一方， 5 (a) と 8 (a)(ii)の場合には， i国際収支上の理由に
基づく数量制限のように，一般的には禁止され，例外的事情がある場合にのみ認められるもの
には適用されない」と主張するのである。というのは，もし 8 (a)(ii)について数量制隈を認める
と，関税同盟構成国の一国が国際収支困難に陥った場合には国際収支上の理由のない同盟構成
国も(共通の〉数量制限を行って，他の GATT 締約固に対する貿易障害を高め得ることにな
(29) 同上論文， 94ページ。
(30) 向上論文， 92ページ。
(31) 向上論文， 92ページ。
(32) 向上論文， 93ページ。
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るJ カミらで、ある。
1957年11月 29 日採択の小委員会報告書ではこれらのほかに次のような意見が表明されている。
①数量制限を「関税のような通常の保護措置と同様に扱われるべきであると第24条 5 (a)が定め
ているとの考え方は，数量制限を積極的な保護手段としては排除している GATT の基本的な
規定に反するであろう。」②「関税同盟を構成する六カ国が共通の数量枠を維持することは，
これらの国が共通の外貨準備を所有していない限り，第12条に反するばかりでなく，基本的な
経済的理由にも合致していない。J
要するに，統合性の強化をはかる EEC側と数量制限を共通化すれば貿易障害を高めること
になるとする域外諸国との対立を示すものである。
4. r実質上のすべての貿易」をめぐって
第24条 8 項では，関税同盟および自由貿易地域について，関税その他の制限的通商規則が
…構成地聞の「実質上のすべての貿易」について廃止されていることがその要件となってい
る。一方， EEC条約は，海外領土のEEC六カ国からの輪入に対する関税の漸進的な廃止に
ついては述べられている (33条 2) が，数量制限の撤廃に関する明確な規定はない。そこで，
EEC条約の海外領土との関係を審議した小委員会報告(1957年 1 月 29日採択〉のなかでそれ
が自由貿易地域の要件をみたしているかどうかが問題となった。
EEC側の意見。 r実質上のすべての貿易」の定義が明らかでないかぎり，貿易量を問題に
するのはおかしいこと， rたとえ商品の貿易量を問題にしたとしても保護関税の適用をうける
産品の貿易量の1.4%程度であるから 98.6%の自由化ということになり GATT の規定に十分
合致している J，と主張した。さらに， r自由化された貿易量が全貿易量の80%に達した場合に
は自由貿易地域は，実質上のすべての貿易について達成されていると考えるべきだJ，と提案
した。
域外諸国の意見。 r検討すべき点は，自由貿易地域の規定が，構成国聞の貿易に影響を与え
る貿易障害が段階的に増加するものか，あるいは軽減されるものかであり，また，このような
障壁から解除されない貿易のパーセンテージを計算するに当っては，このような障壁がとり払
われたら その貿易が従来より大きくなるか，小さくなるかを考慮、に入れるべきである。」と
主張した。
すなわち，域外諸国は， EEC と海外領土との関係について自由貿易地域であると認める要
件である数量制限の撤廃も貿易障害が段階的に軽減されるべきである残存の貿易自由化へのス
(33) 向上論文， 93ベージ。
(34) 向上論文， 93ページ。
(35) 津久井茂充， rコンメンターノレ・ガット (3)J ， IF貿易と関税~ 1993年 4 月号， 154ベージ。
(36) 向上論文， 155ページ。
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テップでなければならないし，特恵を拡大するものであってはならない，と主張しているので
ある。
VI. WTO は GATT の機能強化となりうるか
GATT における EEC問題の審議で 1956， 57年にとりあげられたいくつかの間題をみてき
たが， \, 、ずれも対立は並行線のままで，しかも審議は遅々として進まなかった。その聞に， EE
C設立のための準備は進行し1958年 1 月 1 日にEEC条約は発効した。 1958年 4 月 14日から聞
かれた会期間委員会で，結局， íEEC条約が GATT 第24条に違反しないか，という法律問題
は一時たな上げにしておいて，特定の実際問題の現実的解決をはかることが妥当であると考え，
その目的のためには第 22 条の協議によることが最も妥当であるとして，協議手続を定め忽」
この手続は第13回総会(1958年〉で正式に採用され， íコーヒー，ココア，茶，バナナ，砂
糖，米，末製造タバコなどについて実際の協議が58年10月 27日より行われたが， EEC側が現
実に損害が発生しない限りこれを考慮する必要はないという態度に終始したため，域外諸国の
不満のまま終了し，その後，さらに1959年 2 月 16日から協議が行われた。しかし，同協議会に
おいても EECの態度が冷淡を極めたため，第14回総会(1959年春〉では域外諸国はEECを
猛烈に非難し，その結果，協議をあらためて行うこと， EEC側は事態の進展を今後も総会に
報告することなどが決定された。」
要するに， GATT と EEC条項との関係について， EEC発足の時点でEEC側と域外諸
国との間ではげしい対立があったが， 1958年 4 月に「法律的問題を一時たなあげ」にして多角
的協議手続をとることをきめたにとどまった。
その後も，共通農業政策をめぐる紛争，対外共通関税により関税引き上げとなった国に対す
る補償的調整の問題，原産地規則，ロメ協定などの検討は行われているが， EECはじめその
他の地域経済統合は拒否されることなく発展してきているのである。
周知のように， GATT 協定は暫定的な性格のものである。第一に既に述べたように GATT
協定は， 1947年の関税引き下げの効果を確保するために必要な諸規則を ITO憲章のなかから
抜奉したものであり，したがって íI TO憲章が正式に発効するまで，その一部を暫定的に，
しかも早急に実施しようとする試みでもあった。J
第 2 に条約としても暫定的である。すなわち， GATT 協定は第26条で「当初の23締約国の
のうちその貿易総額の85%を占める国が受諾書を寄託した日から30日後に効力を発することと
なっている」が，受諾したのはノ、イチ一国であり， GATT 協定は今日まで発効していない。
第三に， íこの GATT 協定の発効の手続きの困難性を事前に予測して， GATT 交渉に参
(37) 内田宏・堀太郎，前掲書， 594ページ。
(38) 向上書， 595ページ。
(39) 大蔵省税関部編Il'GATT-一国際貿易協定詳解JI 1952年， 14ページ。
(40) 片山謙二，前掲論文， 11ページ。
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加していた国のうち米国，英国，フランス，オーストラリア，カナダ，ベルギー，オランダ，
ルクセンブ、ルクの八か国は，別途 GATT の暫定的適用に関する議定書を作成しこれに合意す
る国々の間では GATT の正式発効を待たずに GATT 協定を適用することにした。」
しかも議定書は， GATT の目的と最恵国待遇を規定する第一部と手続規定の第三部とを即
時完全に実施するが，実質的な義務規定を内容とする第二部の規定を締約国の現行法令と合致
する範囲内で実施することとしている。したがって GATT の義務は国内法令の範囲に軽減さ
れ， íきわめて弱L、性格しかもっていなし、」ものとなっているのである。
さらに， GATT 機構についても協定上の明確な根拠がない。 íGATT 協定に明文の基礎を
もっ機関は，総会のみである。その総会も，厳密には国連や国際労働機関 (1 LO) の総会の
ように国際機構の機関としての総会ではなく， GATT 協定に加入する加盟国の代表が一同に
会する締約国団にすぎない。
さて，このような暫定的で，きわめて弱い性格の GATT の機能強化がとりあげられたのは，
ウルグアイ・ラウンドにおいてであった。すなわちウルグアイ・ラウンドの法的整合性の検討
グループにおいてWTOの設立協定が詳細に検討され， GATT 機構に法的基盤を与えるもの
としてWTO協定が1994年 4 月に調印されたのである。
WTO協定には 4 つの付属書がついている付属書 IAは商品の貿易に関する協定で，これに
は，まず， 1947年に採択された GATT 協定の条文や GATT 協定のもとで効力を発生した議
定書・締約国団の決定などを含む1994年の GATT 協定があげられている。付属書 2 は迅速か
っ効果的な紛争解決手続を規定している。
要するに， WTOは GATT を法的な基礎のもとにおき，紛争手続を効率化し， GATT の
機能強化をはかったものといえる。
ところで「ウルグアイ・ラウンドで、は地域主義への対応として GATT 第24条強化の方向を
打ち出し」た，といわれている。たしかにこれは GATT 機能強化の一面である。この場合の
第24条の解釈は次のようなものである。 í域内を自由化することによって規模の経済性が生ま
れたり，域内分業の促進によって域内の成長率が高まれば，諸外国との貿易も拡大する。」す
なわち「地域統合のメリットを活かしつつ，しかも GATT の無差別・互恵原則と整合性を保
つための条項が GATT 第24条である。」要するに， 関税同盟および自由貿易地域が世界貿易
の自由化にとって好ましい，とし、う立場に立っている。
しかし，すでに述べたように GATT 第24条の 4 項と 5-----9 項の整合性，すなわち互恵原則
と地域統合の整合性がこれまで常に対立点となって論ぜられてきているなかで， GATT の強
(41) 横田洋三 íGATT から世界貿易機関へJ W国際間題~ 1994年 9 月， 414号， 16"-'17ベージ。
(42) 片山謙二，前掲論文， 11ページ。
(43) 向上論文， 17"-'18ページ。
(44) 佐々波揚子「新しい国際貿易体制の構築に向けてJ ú'国際間題~ 1993年 7 月， 400号， 22ページ。
(45) 向上論文， 21ページ。
-12 -
GATT と関税同盟・自由貿易地域
化が，第24条強化のかたちで地域主義の歯止めとなりうるだろうか。 WTOが GATT に法的
基盤を与え， GATT の機能の強化をはかるものである，とみられているだけに， GATT 第
24条の解釈はいぜんとして重大な問題として残されているのである。 (1994年 9 月 20 日脱稿〉
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